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個人預金を中心に積極的な営業活動を推進した結果、預
金残高は前年同期比10,652百万円2.4％増加し、
454,281百万円となり、個人預金は15,730百万円
4.9％増加し、333,352百万円となりました。 

地域の中小企業や個人融資を中心に積極的な営業活動
を推進した結果、貸出金残高は前年同期比20,552百万
円5.4％増加し、398,935百万円となり、住宅ローンを
中心とした消費者ローンは14,013百万円18.1％増加
し91,199百万円となりました。 

経常収益 
　経常収益は、地域金融機関として中小企業金融の円滑化に努め、貸出金が中小企業や個人を中心に前年同期比205億円5.4％増
と順調に増加したことにより、本業である貸出金利息が増加しましたが、有価証券利息配当金の減少や株式売却益の減少等により、前
年同期比1,157百万円15.1％減収の6,475百万円となりました。 

経常利益 
　経常費用は、預金が個人を中心に順調に増加したことにより預金利息が増加となり、かつ株式市場の低迷により有価証券の減損処
理760百万円が発生しましたが、与信費用が減少したこと等により、前年同期比75百万円減少の5,944百万円となりました。 
その結果、経常利益は前年同期比1,081百万円67.0％減益の531百万円となりました。 

中間純利益 
　経常利益が減益となったこと等により、中間純利益は前年同期比239百万円43.0％減益の316百万円となりました。 

平成20年度　中間決算概要 

預金の状況 貸出金の状況 

単位：億円 単位：億円 
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経常収益 （単位：百万円） 経常利益・中間純利益 （単位：百万円） 

■経常利益 
 
■中間純利益 

経常収益 6,475百万円 
　前年同期比 △1,157百万円　15.1％減収 

預金残高 454,281百万円 
　　　　前年同期比 ＋10,652百万円　2.4％増加 

収益の状況 

貸出金残高 398,935百万円 
　　　　前年同期比 ＋20,552百万円　5.4％増加 

経常利益 531百万円 
　前年同期比 △1,081百万円　67.0％減益 

中間純利益 316百万円 
　前年同期比 △239百万円　43.0％減益 

　平成20年度上半期におけるわが国経済は、原油・原材料高の長期化が企業経営の大きな負担となり、生産活動や設備投資も減退
したことに加え、個人消費も物価の上昇や所得の伸び悩みにより弱含みとなりました。さらに中間期末にかけて米国発の金融危機が
全世界に広がり、株式市場の大幅下落等、金融市場の混乱の影響も加わり景況感は急速に悪化しました。 
　当行の営業エリアである静岡県・神奈川県の地域経済におきましても、全国平均より比較的安定していた景況感は急速に悪化し、景
気の停滞感が増してきております。 
　このような環境下、お取引先や地域の皆さまのご支援のもと、第7次中期経営計画「パワーアップⅢ」の基本方針である「お客様中
心主義」で、お客様ニーズに的確に対応した金融サービスを提供し、地域金融機関としての役割を十分果たすべく、営業基盤の拡大を
はじめ諸施策の推進に努めた結果、以下のような成果をあげることができました。 

0

600

1,800

1,200

H18/9 H19/9 H20/9

985

577

316

531556

1,613

3,500

4,250

4,000

3,750

4,500

4,750

H18/9 H19/9 H20/9

4,542

4,436

4,300

3,000

3,750

3,500

3,250

4,000

4,250

H18/9 H19/9 H20/9

3,989

3,783

3,680

5



業
績
に
つ
い
て
 

最近3中間会計期間及び最近2事業年度における主要な経営指標等の推移 
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コア業務粗利益 （単位：百万円） コア業務純益 （単位：百万円） 

 

経 常 収 益  

経 常 利 益  

中 間 純 利 益  

当 期 純 利 益  

資　　　　　本　　　　　金 

発 行 済 株 式 総 数  

純 資 産 額  

総 資 産 額  

預 金 残 高  

貸 出 金 残 高  

中 小 企業等向け貸出残高  

　　　中小企業等向け貸出比率 

消 費 者 ロ ー ン 残 高  

　　　うち住宅ローン残高  

有 価 証 券 残 高  

1 株 当 た り 配 当 額  

単体自己資本比率（国内基準） 

従 業 員 数  
［外、平均臨時従業員数］  
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人 

5,369 

985 
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24,000 
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2,000 

24,000 

32,833 

486,013 

443,628 

378,382 

344,251 

90.97 

77,186 

73,905 

73,804 
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494,117 
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5.0 
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〔92〕 

平成18年9月 平成19年9月 平成20年9月 平成19年3月 平成20年3月 

コア業務粗利益とは、銀行本来の業務の収支である「資
金利益」「役務取引等利益」「その他業務利益」の3つの
合計である業務粗利益から国債等債券損益を除いたもの
で、本来の業務の粗利益を表す指標です。 

コア業務粗利益 4,714百万円 
　　　前年同期比 △271百万円　5.4％減少 

コア業務純益 1,092百万円 
　　前年同期比 △452百万円　29.2％減少 

（注）1.  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

　　 2.  単体自己資本比率は、平成19年3月から、銀行法第14条の2の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算出して 

　　　　おります。当行は国内基準を採用しております。なお、平成18年9月は、銀行法第14条の2の規定に基づく平成5年大蔵省告示第55号に定めら 

　　　　れた算式に基づき算出しております。 

コア業務純益とは、銀行本来の業務である預貸業務や手
数料等により得られた収益から経費を差引いた「業務純益」
から一般貸倒金繰入額と国債等債券損益を除いたもので、
銀行の本業での基本的な収益力を表す指標です。 

6



業
績
に
つ
い
て
 

個人預金を中心に積極的な営業活動を推進した結果、預
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4.9％増加し、333,352百万円となりました。 
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を推進した結果、貸出金残高は前年同期比20,552百万
円5.4％増加し、398,935百万円となり、住宅ローンを
中心とした消費者ローンは14,013百万円18.1％増加
し91,199百万円となりました。 

経常収益 
　経常収益は、地域金融機関として中小企業金融の円滑化に努め、貸出金が中小企業や個人を中心に前年同期比205億円5.4％増
と順調に増加したことにより、本業である貸出金利息が増加しましたが、有価証券利息配当金の減少や株式売却益の減少等により、前
年同期比1,157百万円15.1％減収の6,475百万円となりました。 

経常利益 
　経常費用は、預金が個人を中心に順調に増加したことにより預金利息が増加となり、かつ株式市場の低迷により有価証券の減損処
理760百万円が発生しましたが、与信費用が減少したこと等により、前年同期比75百万円減少の5,944百万円となりました。 
その結果、経常利益は前年同期比1,081百万円67.0％減益の531百万円となりました。 

中間純利益 
　経常利益が減益となったこと等により、中間純利益は前年同期比239百万円43.0％減益の316百万円となりました。 

平成20年度　中間決算概要 

預金の状況 貸出金の状況 

単位：億円 単位：億円 

3,000

4,000

7,000

6,000

5,000

8,000

H18/9 H19/9 H20/9

5,369

6,475

7,633

経常収益 （単位：百万円） 経常利益・中間純利益 （単位：百万円） 

■経常利益 
 
■中間純利益 
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預金残高 454,281百万円 
　　　　前年同期比 ＋10,652百万円　2.4％増加 

収益の状況 

貸出金残高 398,935百万円 
　　　　前年同期比 ＋20,552百万円　5.4％増加 

経常利益 531百万円 
　前年同期比 △1,081百万円　67.0％減益 

中間純利益 316百万円 
　前年同期比 △239百万円　43.0％減益 

　平成20年度上半期におけるわが国経済は、原油・原材料高の長期化が企業経営の大きな負担となり、生産活動や設備投資も減退
したことに加え、個人消費も物価の上昇や所得の伸び悩みにより弱含みとなりました。さらに中間期末にかけて米国発の金融危機が
全世界に広がり、株式市場の大幅下落等、金融市場の混乱の影響も加わり景況感は急速に悪化しました。 
　当行の営業エリアである静岡県・神奈川県の地域経済におきましても、全国平均より比較的安定していた景況感は急速に悪化し、景
気の停滞感が増してきております。 
　このような環境下、お取引先や地域の皆さまのご支援のもと、第7次中期経営計画「パワーアップⅢ」の基本方針である「お客様中
心主義」で、お客様ニーズに的確に対応した金融サービスを提供し、地域金融機関としての役割を十分果たすべく、営業基盤の拡大を
はじめ諸施策の推進に努めた結果、以下のような成果をあげることができました。 
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最近3中間会計期間及び最近2事業年度における主要な経営指標等の推移 
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